
このたび本学図書館のロック文庫に貴重な一書が加

わった。言論のみならず政治の場でも幅広い活動をお

こなったジョン・ロック（1632-1704）の主著『統治二

論』（1690）のアメリカ版である。それは『世俗的統治
シヴィル・ガヴァメント

の真の源泉、範囲、および目的とにかんする論考』と

題されている。『統治二論』は、その主タイトル通り二

つの論考（編）から成り立っており、アメリカ版は、

その後編のタイトルをそのまま独立の書名にしたもの

である。前編は「ローバート・フィルマー卿とその追

随者との誤れる諸原理および基礎の暴露と転覆」と銘

打たれている。後年『統治二論』がイギリス内外に深

い影響をあたえることになったのは、この前編ではな

く後編である。そのため、『統治二論』の後編だけの単

独出版がたびたびおこなわれた。初版が匿名で刊行さ

れた1690年（実際には前年にすでに出版・流通してい

た）の翌年に、早くもフランス語訳がアムステルダム

で出版されたが、それは後編のみのものであった。

1800年までに9点刊行されたフランス語訳は、そのすべ

てが後編の単独訳であったし、さらにはドイツ語訳

（1718）、スウェーデン語訳（1726）、オランダ語訳

（1728）、イタリア語訳（1773）も同様であった。この

ことは、『統治二論』の出版直後から18世紀を通じて、

ヨーロッパ人の注目が主にあるいはもっぱら後編に集

まっていたことを示すものである。アメリカ版もその

例にもれない。ちなみに日本語訳が初めて出版された

のは、ようやく第二次世界大戦後の1948年になっての

ことで、松浦嘉一によって『政治論』の名で刊行され

た。このときは『統治二論』の全編が翻訳されたもの

の、同じ年に鳥井博郎によって、また翌1949年には服

部辨之助によって、それぞれ訳者の解釈がやや加味さ

れた『デモクラシイの本質』と『民主政治論－国家に

かんする第2論文－』の訳書名で刊行がなされたときに

は、前編は訳出されなかった。以上のような事情もあ

り、この稿では以下『統治論』と簡略に表記する。

さて、アメリカ版は1773年にボストンで出版された。

このアメリカ版は、1764年にロンドンで刊行された、

トマス・ホリス（1720-74）の編集になる『統治論』第6

版を「復刻」したものだと言われている（Laslett ,

Yolton）。ところがホリス版は、1766年にダブリンで、

1772年にはロンドンで第7版として再刊されているの

で、アメリカ版が上の三つのどの版を定本にしたのか

は不明である。ところでアメリカ版は、1764年のホリ

ス版にあった編者のノートも「序論」と題された第1章

も削除されている。また第2章以下の章ナンバーもパラ

グラフ・ナンバーもない。したがってアメリカ版がホ

リス版の復刻だとしても、後者をそのままそっくり復

刻したものではない。

ホリスは『統治論』を編集した翌年の1765年にもロッ

クの『寛容書簡』（1689）を編集して刊行しているから、

この二つのことだけをもってしても、かれがロックを

どのように評価していたのかおおよその推察がつく。

ホリスは「良い教育は暴政（専制）への有効な解毒剤

である」（Robbins, p.430）との信念のもとに、みずか

らの財産を投じて、真のウィッグ主義（「議会のなかの

王」という執行権に対する議会主権主義）の宣伝と定

着とに役立つ諸文献を、イギリスのみならずヨーロッ

パ諸国やアメリカにまで生涯贈り続けた。とくにアメ

リカにはプリンストンやハーヴァードに多数の文献を

寄贈し、それらの図書館の基盤を築くとともに、みず

からを「世界市民」（a citizen of the world＊）と称して、

イギリス本国とアメリカ植民地とが対等な関係にある

ことを知らしめるために、植民地の著作家たちの文献

を本国で出版し、植民地への理解を促した。こうした

ことから、『統治論』のアメリカ版の刊行にもホリスが

何らかのかたちで関与したと推測したくなるが、かれ

は1770年に引退していたので、その可能性は薄いだろ

う。したがってアメリカ版の企画者は今のところ不明

である。

18世紀のアメリカでは、これ以前にも以後にも『統

治論』は刊行されなかったから、出版年にも出版地に

も留意が必要である。七年戦争（1756-63）でフランス

に実質的な勝利をおさめてパリ条約（1763）を結んだ
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イギリスは、その戦費の穴埋めをはかるかのように、

翌1764年には砂糖法を制定して、アメリカ植民地から

の関税収入を増やそうとした。植民地側は本国製品の

ボイコット運動でこれに応えた。1765年には税収を目

的とする印紙法が本国議会を通過すると、植民地では

印紙法会議が開催され、民衆の実力による反対運動も

勢いづいた。本国側でのウィリアム・ピット（チャタ

ム伯）や商工業者の反対もあって、1766年には印紙法

が廃止された。しかし翌1767年には、そのチャタム政

権の蔵相であったチャールズ・タウンゼントによって、

植民地に輸入されるイギリス製品に高関税の網をかけ

るいわゆるタウンゼント諸法が制定され、ボストンに

税関弁務局が設置されると、ボストンを中心に抵抗運

動が起こり、1768年の商船リバティー号押収事件、そ

して1770年の「ボストンの大虐殺」へと両者の軋轢は

増していった。本国はこのときも茶法を除くタウンゼ

ント諸法を廃止して譲歩の姿勢を示したために、その

後3年間、本国と植民地の関係は比較的平穏に推移した。

ところが1773年5月に、東インド会社に植民地での茶の

独占販売権を付与する茶法が制定されると、緊張は再

び高まると同時に、植民地はこれまでの抵抗運動とは

質の異なる「独立」を徐々に視野に入れ始めた。その

意味で1773年は本国・植民地関係の重大な転換点であっ

た。この年の末には有名な「ボストン茶会事件」が起

こり、これに激怒した本国議会は、ボストン港の封鎖

を強行するとともに、国王の官吏がマサチューセッツ

植民地の裁判を受けることを免除する法律など、いわ

ゆる「強圧的な諸法」を1774年に制定した。植民地の

大陸会議は通商ボイコットの実施と大陸同盟を結成し

て対抗するとともに、次第に武力抵抗の気運が醸成さ

れ、ついには1775年4月にレキシントンとコンコードで

本国の正規軍との武力衝突が勃発し、この独立戦争に

よって翌年の「独立宣言」への道がひらかれる。

このように1764年に始まる本国議会による各種の規

制的政策とそれに対する植民地の抵抗運動との緊張し

た状況は、次第に抜き差しならぬ武力対立へと進み、

独立戦争を経て1783年のパリ条約で、植民地は名実と

もに独立を勝ち取ることになる。アメリカ版『統治論』

は、その抵抗運動の中心地であり急進派の拠点でもあっ

たボストンで、しかも1773年という抵抗から分離・独

立へという歴史の転換点で出版されたのである。植民

地の抵抗運動の重要な一翼をなしたものに、本国との

イデオロギー闘争があった。そのイデオロギー闘争に

おいて大西洋を渡ってきた強力な援軍がロックの『統
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治論』であった。『統治論』はアメリカ版の出版以
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

前
・

から
・ ・
植民地での対抗理論の形成に活用され、イデオロ

ギー戦のいわば先鋒役をはたすとともに、1773年以降

は分離・独立論のおおきな後ろ盾となった。当のアメ

リカ版は、植民地のラディカルな著作家や民衆が分

離・独立論へと踏み出す時期に、それを鼓舞するかの

ように現れたのである。

それでは『統治論』はどのように読まれ活用された

のであろうか。大森雄太郎の研究によれば次の通りで

ある。1764年の砂糖法の制定から独立宣言まで、アメ

リカの基本的な政治信条は、「政治権力の正統性は被治

者の同意にある」という、いわゆる「同意による統治」

の観念におかれた。したがって本国の租税政策に対し

ても「同意による租税」原則が対置された。この原則

は、イギリスでは13世紀以来の法制論争のなかで定着

してきたもので、もともとは“イギリスの伝統的な観

念”であった。ロックはそれを“人類普遍の自然権”

という合理的理論によって裏付け、強化しようとした

のである。『統治論』第11章「立法権力の範囲について」

は、立法権力を規制する四原則を掲げて同意による統

治論を展開しているが、とりわけその第3原則は「本人

の同意なしに誰からも、その所有権の一部を奪うこと

はできない」とする同意による課税の原則を謳ってい

る。植民地で最初にロックの同意による統治論を引用

してそれを打ちだしたのは、既出のホリスの友人でも

あったジェイムズ・オティスの『イギリス領植民地の

権利の主張と証明』（ボストン、1764）であった。次に、

植民地議会の立法権を否定するような本国の政策に直

面して、植民地人は自己の歴史的なアイデンティティー

とイギリス帝国の憲制における植民地の位置づけ、と

いう大きな問題を意識せざるをえなくなった。このと

き『統治論』第8章の「政治社会の起原について」から

その論拠を引き出した。そこには、人は「自然状態」

にある土地に移住して、「明白な同意」によって新しい

社会を設立する自然権をもつ、と書かれているからで

ある。この自然状態にある土地が、植民地人にとって

はアメリカだったのである。したがって植民地人の祖

先は、かつて服していたイギリスの統治を意識的に離

脱して、アメリカの地にそれ自身の立法権力をそなえ

た「独立国家」を設立したのである。ここから、イギ

リス王との服従契約のもとに、これらの独立国家とし

ての諸植民地とイギリスとが連合して一つの帝国を形

成しているのが現在のイギリス帝国の憲制である、と

する帝国論が導き出された。さらに、1773年以降にな

ると、『統治論』第19章「統治の解体について」が独立

論の根拠として援用されるようになった。植民地人か

らみれば、時の国王ジョージ3世は、強圧的諸法を撤廃

するようにという植民地の請願に耳をかさなかったの

だから、国王みずからが先の契約を破棄し、イギリス

帝国の統治を解体させてしまったことになる。したがっ

て植民地はもともと独立国家であったのだから、その

原初の姿に復帰して母国から完全に分離・独立をせざ

るをえない、これが『統治論』を借りた植民地の主張

であり、それは後の独立宣言につながる。

このように『統治論』は、抵抗から独立へと至る植

民地人のイデオロギー闘争の強力な支えとなり、その

アメリカ版もそれに一役かったものと思われる。しか

し話がここで終わると、思想の多面的で複雑な作用に

も、またそれが生み出す歴史のダイナミズムにも、そ

してそこで演じられる人間の悲喜劇にも目をつむるこ

とになる。第1に、『統治論』は、植民地の抵抗論者だ

けに活用されたのではなく、植民地の抵抗論者を批判

しようとする植民地のロイヤリストや本国の政治家や

著作家たちにも、その立論に論拠を与えたのである。

したがって『統治論』は正反対の立場の人々に訴える

両義的な作用を及ぼしたのであり、思想的著作の影響

は直線的でも一面的でもない。第2に、植民地の人々は、

『統治論』の論述をそのまま利用するだけではなく、そ

れを超えて拡大解釈を試みた。たとえば、『統治論』は

一個の政治体における「統治の解体」を論じてはいた

が、植民地人はイギリス帝国という諸国家の連合体に

おける統治の解体にそれを拡張して、分離・独立の論

拠としたのである。このように『統治論』は、アメリ

カ植民地で継承されるだけでなく、変容にもさらされ

たのである。第3に、本国＝アメリカ植民地関係におい

て『統治論』がはたした役割と類似したことは、すで

に17世紀末から18世紀初頭にかけての本国＝アイルラ

ンド関係においてもみられる。ウィリアム・モリヌー

やロバート・モールズワースの著作が本学のロック
・ ・ ・

文
・

庫に収められている
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

のも、その故である。『統治論』は

18世紀末までにダブリンで四回出版されたが（1766,

1779, 1794, 1798）、その最後の版は、ユナイテド・アイ

リシュメンがアイルランドの独立をめざして武装蜂起

した1798年に出版されたこと、しかもその版が1773年

のアメリカ版と同じ書名であることもたんなる偶然と

は思えない。この時点でのアメリカからアイルランド

へのロック思想の逆輸入も推測しうる。いずれにして

もこうしたことは、イギリス帝国におけるアイルラン

ドとアメリカとの位置の類似性と両地の思想的関連の

深さを暗示している。第4に、『統治論』の著者ロック



は、若き日に「カロライナ憲法草案」の作成に関与し、

晩年には通商植民地委員会の委員としてアイルランド

の織物業問題やヴァージニア問題にかかわりをもった。

かれがアメリカ植民地やアイルランド、さらにはイギ

リス帝国問題でいかなるスタンスをとったかは、『統治

論』とは別に慎重な検討を要することである。また

『統治論』自体の論理のなかに植民地統治を正当化する

一面がなかったかどうかも、検証に値する。紙幅の関

係でこれらのことは指摘だけにとどめざるをえないが、

われわれの歴史認識つまりは現状認識を深めてそれを

成熟させるためには、むしろこうした思想の継受が一

筋縄ではいかぬことを知り、そこに介在した人間のあ

りようを探求することが一助となろう。

＊‘a citizen of the world’の語は一般に「世界市民」

と訳され、本稿でもその慣例に従ったが、このばあい

の‘citizen’を「市民」とするのは疑問である。それ

は‘civil society’が「市民社会」と訳されるのと同じ

一種の誤訳である。この誤訳は訳者の英語能力の問題

ではなく日本の思想あるいは社会科学のあり方に根ざ

す問題と理解すべきである。戦後の日本では、かつて

の西欧のように世俗の社会に対して聖なる世界（教

会・寺院権力）が強固に対峙してこなかったために、

もっぱら国家権力が社会に拮抗するものと捉えられ、

「俗なる社会」が「聖なる社会」と緊張関係をもつとい

う、‘civil society’の観念が本来抱えていた含意が視野

に入りにくかった。さらに‘civil’には宗教だけでなく

軍事との区別（ときに対立）が含意されている。‘civil

engineering’は、軍事技術とは区別される民事技術の

ことであり、今日「文民統制」と訳されている

‘civilian control’も軍人にたいする非軍人の統制のこ

とである。この「文民」は日本の憲法では市民でも国

民でもなく実質的には首相のことである。ところで

『統治論』第2編第8章の章題は、‘Of Political or Civil

Society’と題されている。この‘civil society’は

‘political society’と同義であり、自然状態から脱して

立法、司法、執行の3権力の設立された社会状態である

から、政治権力の外にある市民社会という日本的観念

でそれを理解するのは間違いである。同様に、『統治論』

の書名にある‘civil government’は、やや熟さない訳

語ではあるが、「世俗的統治」であって「市民政府」で

はない。

‘a citizen of the world’も、ホリスのばあいには、

ナショナリティを保持しつつ、それを超えた全人類的

自然権と紐帯との樹立を指向する人という意味であり、

J. ステュアートのばあいには、各国の制度や慣習を超

えた普遍的な経済学の構築を志す学者に、この語があ

てられている（『経済の原理』1767）。スミスは、より

高収益の見込めるところであれば、世界のどこへでも

資本を移動させる資本家を「ある特定の一国にしがみ

ついていない世界市民」と非難気味にいっている（『国

富論』第5編第2章）。カントは、全人類がいつの日か作

りあげるであろう統一国家のもとで、計画に従って理

性的に行動する人間を「世界市民」‘weltbürger’と呼

んでいる（「世界市民的見地における一般史考」1764年）。

したがってカントの世界市民は未出の存在である。な

おオリヴァー・ゴールドスミスにはThe Citizen of the

World（1762）という小説もある。このように‘a

citizen of the world’は使用者によって意味を異にする

とはいえ、それをあえて訳すとすれば、「世界人」ある

いは「世界の民」ということになろうか。

本文末尾でも述べたように、この二つの例は、ある

観念や思想が異なる状態の社会に－ここでは日本－に

導入されたばあい、その本来の意味が変容されて継承

されることを示している。難しいのは、それをその観

念を表す語の誤訳といえたとしても、誤読といえるか

どうかである。それは「真の」あるいは「絶対正しい」

読みがありうるのかどうか、ありうるとすればそれを

担保するものは何か、ということにも関わっている。

ところで今日では、グローバリズム（地球主義？）の

かけ声にのって世界市場で活躍すべき経済人の意味で

「世界市民」の語が宣揚されているが、これは‘a

citizen of the world’の意味変容の新しい形である。
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